
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

６月から職場におけるハラスメント防止対策が強化されます 

 
◆パワーハラスメント 

労働施策総合推進法の改正により、６月１日から、職場におけるパワーハラスメント防止のために、雇用管理上必要な

措置を講じることが事業主の義務となります。なお、中小事業主は、令和４年４月１日から義務化されます（それまでは

努力義務です）。 

(1) 事業主および労働者の責務 

・事業主の責務……①職場におけるパワーハラスメントを行ってはならないこと等これに起因する問題に対する労働者の

関心と理解を深めること、②その雇用する労働者が他の労働者に対する言動に必要な注意を払うよう研修を実施する等、

必要な配慮を行うこと 

・労働者の責務……①ハラスメント問題に関する関心と理解を深め、他の労働者に対する言動に注意を払うこと、②事業

主の講ずる雇用管理上の措置に協力すること 

(2) パワーハラスメントの防止のために事業主が講ずべき措置 

① 職場におけるパワハラの内容・パワハラを行ってはならない旨の方針を明確化し、労働者に周知・啓発すること 

② 行為者について、厳正に対処する旨の方針・対処の内容を就業規則等の文書に規定し、労働者に周知・啓発すること 

③ 相談窓口をあらかじめ定め、労働者に周知すること 

④ 相談窓口担当者が、相談内容や状況に応じ、適切に対応できるようにすること 

⑤ 事実関係を迅速かつ正確に確認すること 

⑥ 速やかに被害者に対する配慮のための措置を適正に行うこと 

⑦ 事実関係の確認後、行為者に対する措置を適正に行うこと 

⑧ 再発防止に向けた措置を講ずること 

⑨ 相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じ、その旨労働者に周知すること 

⑩ 相談したこと等を理由として、解雇その他不利益取扱いをされない旨を定め、労働者に周知・啓発すること 

(3) 事業主に相談等をした労働者に対する不利益取扱いの禁止 

事業主は、労働者が職場におけるパワーハラスメントについての相談を行ったことや雇用管理上の措置に協力して事実

を述べたことを理由とする解雇その他不利益な取扱いをすることが、法律上禁止されます。 

 

鶴留社会保険労務士事務所 

社会保険労務士 鶴留 舞 

〒820-0067 飯塚市川津 693-47-1F 

TEL：０９４８－２８－２４４４ 

FAX：０９４８－２８－２４４８ 

鶴留社労士事務所だより 

2020年  6月号 

◆セクシュアルハラスメント、妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント 

これらについては、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法により、雇用管理上の措置を講じることが既に義務付けら

れていますが、６月１日から以下のとおり、事業所の規模を問わず防止対策が強化されます（①・②の内容はパワーハラ

スメントと同様です）。 

① 事業主および労働者の責務 

② 事業主に相談等をした労働者に対する不利益取扱いの禁止 

③ 自社の労働者が他社の労働者にセクシュアルハラスメントを行った場合の協力対応 

自社の労働者が他社の労働者にセクハラを行い、他社が実施する雇用管理上の措置事実確認等への協力を求められた場

合、これに応じるよう努めることとされました。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆対応の概要 

・一般健康診断：令和２年６月末までの間、実施時期を延期することができます。 

・特殊健康診断：実施することが義務づけられていますが、十分な感染防止対策を講じることが困難な場合などには、

実施時期を６月末まで延期することができます。 

 

コロナ禍で、事業者の健康診断の延期が認められています 

 

◆ストレス対処 ３つの「Ｒ」 

 ストレスの対処には、３つの「Ｒ」が有効とされています。 

① レスト（Rest）：休息、休養、睡眠……意識して休息を

取りましょう。疲労や睡眠不足は判断力を低下させ、不安

の増加につながります。 

② レクリエーション（Recreation）：趣味娯楽や気晴らし

……外出せずにできる娯楽を探してみましょう。人と話し

たい方は、ビデオ会議システムやＳＮＳアプリを使用した

オンライン飲み会もよいでしょう。 

③ リラックス（Relax）：ストレッチ、音楽などのリラク

セーション……テレワークで通勤がなくなり、運動不足

になったという声があります。ストレッチで体をほぐした

り、ゆっくり入浴したり、自分がどんな環境でリラックス

できるのか考えてみましょう。 

 活動に制限がある中でも、これら３つの「Ｒ」を組み合わ

せ、ストレスに対処していきましょう。 

 

◆一般健康診断 

事業者は、労働安全衛生法第 66 条第１項

の規定により、労働者の雇入れの直前または

直後に健康診断を実施することや、１年以内

ごとに１回定期に一般健康診断を行うこと

が義務づけられています。しかし、新型コロ

ナウイルスの拡がりにより、健康診断等の実

施会場においても、密閉・密集・密室といっ

た「三密」空間での感染拡大が懸念されると

ころから、一般健康診断の実施時期について

は、令和２年６月末までの間、延期すること

として差し支えないこととされました。 

 

◆特殊健康診断 

また、事業者は、労働安全衛生法第 66 条第２項および第３項、じん

肺法の規定に基づき、有害な業務に従事する労働者や有害な業務に従事

した後配置転換した労働者に特別の項目についての健康診断を実施す

ることや、一定の有害な業務に従事する労働者に歯科医師による健康診

断を実施すること等が義務づけられています（特殊健康診断）。 

特殊健康診断については、がんその他の重度の健康障害の早期発見等

を目的として行うものであるため、基本的には十分な感染防止対策を講

じたうえで法令に基づく頻度で実施するのが望ましいとされています

が、十分な感染防止対策を講じた健康診断実施機関での実施が困難であ

る場合には、一般健康診断と同様、実施時期を令和２年６月末までの間、

延期することとして差し支えないこととされました。 

 

これらの取扱いは、現時点では新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえた令和２年６月末までに限られた対応されて

います。詳細は厚生労働省の「新型コロナウイルスに関する Q&A（企業の方向け）」に掲載されていますが、 

  随時更新されていますので、こまめにチェックする必要があります。 

【厚生労働省「新型コロナウイルスに関する Q&A（企業の方向け）」】 

https://mhlw.lisaplusk.jp/jump.cgi?p=2&n=107 

◆コロナ禍でのストレス増加 

 新型コロナウイルスの感染拡大で、生活環境に大きな変化が生じています。買い物を含む外出や娯楽・スポーツ等の自粛、

要請にともなう休業やテレワークなどです。感染症への不安だけではなく、生活や仕事への不安から強いストレスを感じて

いる方も多いでしょう。しかし、収束がいつになるか、誰にもわかりません。不安やストレスにうまく折り合いをつけ、上

手に付き合っていく必要がありそうです。 

 
◆こころの相談窓口 

 厚生労働省では、働く人々のこころの相談窓口として、以下のサ

ービスを案内しています。自分ひとりでは抱えきれないという場合

には、専門家に相談してみましょう。詳細は、各サービス提供元の

情報をご確認ください。 

・新型コロナウイルス感染症関連ＳＮＳ心の相談 (URL: 

https://lifelinksns.net/) 

…新型コロナウイルス感染症の影響による心の悩みについて、チ

ャット形式で相談できます。 

・新型コロナこころの健康相談電話(番号：050—3628—5672) 

…新型コロナウイルスによる不安な気持ちの対処法など、日常を

落ち着いて過ごすための方法について、電話で相談できます。 

・ こ こ ろ の 耳  相 談 窓 口 案 内 （ URL: 

https://kokoro.mhlw.go.jp/agency/） 

…「働く人の「こころの耳メール相談」」をはじめ、さまざまな

相談機関・相談窓口をご紹介しています。 

 

新型コロナ こころのケアを 

 

https://lifelinksns.net/
https://kokoro.mhlw.go.jp/agency/


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

日本人の就業実態の傾向 

 
◆日本人の就業実態に関する調査 

「第３回日本人の就業実態に関する総合調査（2018 年調査）」の結果が、（独）労働政策研究・研修機構から公表されてい

ます。この調査は、就業形態の多様化が進む中で、日本人の働き方の実情を体系的、継続的に把握することを目的としたもの

で、2014 年に続けて３回目となります。労働時間、賃金、能力開発、労使関係等、幅広い就業実態の傾向を把握する資料と

して役立つと思われますので、いくつかの項目を見ていきましょう。 

◆労働時間 

雇用者の週実労働時間は平均 41.6

時間となっており、雇用形態別にみると

正規従業員：47.6時間、契約社員：42.2

時間、派遣社員：40.0 時間、嘱託：36.6

時間、アルバイト：26.4 時間、パート：

26.1 時間という順になっています。 

しかし、直近では新型コロナ対応のた

めに、在宅勤務や店舗の休業が進んでお

り、実労働時間は短くなっているようで

す。また、主婦層のパート社員の勤務先

が休業等を行っていること等もあり、世

帯としての収入は減少しているケース

が多いと思われます。 

 ◆新しい働き方 

同調査では、非雇用者の状況についても調査が行われました。非雇用者の中には、自営業・自由業、会社役員などが含まれま

すが、近年注目されているフリーランスや雇用類似的働き方で就業しているとの回答は 2.9％となっています。しかし、本人は

会社に雇われていると認識している人はこの数に含まれていません。 

労働契約や仕事のさせ方等の状況によっては、今後トラブルが増えてくる可能性のある部分だと思われます。また、厚生労働

省ではこうした新しい働き方の労働者の保護等に関する政策を検討中ですので、今後の動きに注目しておくべきでしょう。 

◆メンタルヘルス 

就業者の中で過去３年間にメンタルヘルスに不調を感じたことが「ある」割合は

32.8％、「ない」は 64.9％となっています。３人に１人は不調を感じているようで

す。産業別にみると、特に「医療、福祉」（40.2％）、「教育、学習支援業」（36.9％）、

「学術研究、専門・技術サービス業」（36.4％）、「金融業、保険業」（35.8％）で

高い傾向にあります。メンタルヘルスには長時間労働が大きく関わりますが、週 80～

89 時間労働の群で不調者の割合が高くなっています。不調者のうち、約 25％が通院

治療を必要としています。 

新型コロナウイルスによる影響はまだまだ未知数な部分もありますが、働き方の見

直しが加速度的に進む可能性もありますので、こうした全体的な状況を把握しておく

ことも大切でしょう。 

【労働政策研究・研修機構「第３回日本人の就業実態に関する総合調査（2018 年調

査）」結果ＰＤＦ】 

https://www.jil.go.jp/press/documents/20200422.pdf 

 

◆新型コロナウイルス対策と熱中症 

消防庁によると、昨年の５月から９月に熱中症で病院に搬送された人

の数は、全国で 71,317 人。熱中症の多発シーズンが到来しました。備

えはできていますか？ 

特に今年は、全国的に気温が高くなることが見込まれる中、新型コロ

ナウイルス対策に関連して、注意が必要です。具体的には、①マスクを

着けていると体内に熱がこもりやすく、またのどの渇きも感じにくくな

るため、知らないうちに脱水が進む、②外出自粛で暑熱馴化（体の機能

が暑さに慣れて、汗をかいて体温を下げるなどの対処ができること）が

できていない、といったことにより熱中症リスクが高まっているとされ

ています。 

 

◆在宅勤務時の注意点 

東京都内の企業のテレワーク導入率が 62.7％となるな

ど、在宅で勤務する人も増えています。社屋や屋外での熱

中症対策に取り組む企業は多いですが、実は熱中症の発症

場所で一番多いのは「住宅」のため（2019 年は熱中症搬

送者の 38.6％）、注意を要します。 

 医療や福祉の専門家でつくる「教えて！『かくれ脱水』

委員会」では、コロナ対策も踏まえて、熱中症予防のため、

次の対策をとることを提言しています。 

① 適切な水分補給と、必要に応じて水分や塩分の補給が

できる準備をする。マスクをしているとのどの渇きに気

づきにくくなるため、例年以上に、意識して水分補給を

することが大切。 

② 人混みを避けた散歩や室内での軽い運動で、涼しいう

ちに汗をかく練習をし、暑さに体を慣れさせ、体温調整

が機能するようにしておく。 

③ 暑さ指数（ＷＢＧＴ）をチェックし、その日の行動方

針にする。 

 在宅勤務者に対してこのような情報を提供し、対策を意

識づけていくことが必要です。 

◆熱中症対策は新型コロナウイルス対策にもつながる 

 同委員会では、新型コロナウイルスへの対応でキャパシティを超えつ

つある医療機関に例年どおりの数の熱中症患者が搬送されたら、医療が

機能しなくなるリスクがあると指摘しています。新型コロナウイルス対

策の一環としても、今年は特に熱中症対策の徹底を心がけましょう。

 

多発シーズン到来！ 

今年は特に「熱中症」への注意が必要です！ 

 



 
 

 
 

 

６月の税務と労務の手続［提出先・納付先］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

1 日 

○ 労働保険の年度更新手続の開始＜7 月 10 日まで＞

［労働基準監督署］ 

   

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便局ま

たは銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に採用

した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 特例による住民税特別徴収税額の納付［郵便局または

銀行］ 

30 日 

○ 個人の道府県民税・市町村民税の納付＜第 1 期分＞［郵

便局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］  

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の提

出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない場合）

＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定所］ 

 

雇入時及び毎年一回 

○ 健康診断個人票［事業場］ 

 

 


